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説論
　　抗弁の接続と複合契約論（2）
一我が国における抗弁の接続の再定位と
複合契約法理の構築に関する一考察一
都　筑　満　雄
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　　　　1　抗弁の接続の議論と他の契約の不履行を理由とする契約の解除の議
　　　　　　論との関係
　　　　2　平成8年最判から複合契約論へ
　　　　3　今後の課題
一　第三者与信型消費者信用取引における抗弁の
　　接続に関する議論
　5　抗弁の接続に関する学説
　以上前稿において抗弁の接続に関する今日までの立法および判例の状況
を概観してきたが、他方で学説においても抗弁の接続規定新設以前から新
設後今日に至るまで抗弁の接続に関し実に様々な見解が提唱されてきた。
これらは大きく議論の射程という点で、第三者与信型消費者信用取引のみ
を念頭において抗弁の接続等を民法上認めようとするものと、この取引を
念頭に契約間の牽連関係に関する法理を抽出しこれを他の取引にまで及ぼ
していこうとするものとに分けられる。
　（1）まず以下では第三者与信型消費者信用取引のみを念頭におく見解、そ
の中でも抗弁の接続規定新設前後の時期の見解を検討する。これらは主と
して多くの裁判例で問題となった割賦購入斡旋取引を念頭において、民法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）上特に購入者たる消費者の支払拒絶等を認めようとしたものである。
（a）第一に売買契約と立替払契約の一体不可分性に基づいて多くの裁判例
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）同様信義則により与信者の請求を遮断する見解が挙げられる。この見解
（1）　抗弁の接続については数多くの学説が存在するが、以下ではある程度詳細な立
論がなされている代表的なもののみを挙げている。
　なお学説の選定および分類にあたっては、福永有利＝千葉恵美子「個品割賦購入
斡旋と倒産法（上）」判タ522号25頁以下、蓑輪靖博「買主と信用供与者の法的関係
について（1）」タレジット研究10号119頁以下、宮本健蔵「タレジット契約と民法理
論」明学65号94頁以下を参照した。
（2）植木哲ほか「特別座談会・消費者信用取引における抗弁権の対抗の法律構成と
射程距離」金法1041号46頁以下〔木村発言〕。
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は、両契約の手続が一体化していることから消費者が販売店のみを意識し
ていることや両契約の相互依存関係、販売店と信販会社の一体性等を理由
に、売買契約に障害が生じた場合において両契約は別の契約であることを
主張して、消費者たる購入者に立替金の支払を請求するのは信義則に反す
　　　　（3）ると主張する。
　信義則という法律構成およびその基本的な価値判断の点で抗弁の接続規
定新設以前にこれを認めた裁判例に最も近い見解である。
　（b）第二に与信に関する契約自体の解釈から信販会社に一定の義務を負わ
せ、その義務違反の効果として購入者に立替金等の支払の拒絶を認める二
つの見解がある。
　①このうちの一つがもっぱら割賦購入斡旋を念頭に展開された善管注意
　　　　　　（4）義務違反説である。これによれば、売買契約と立替払契約は確かに別個独
立の契約であるが、当事者の意思から立替払契約は売買の目的物の引渡が
なされたことを確認して立替払をなすという内容になっているのであるか
ら、引渡がないのに支払をなした信販会社は立替払契約の受任者として負
う善管注意義務に違反し、この立替払契約の不完全履行によって生じた購
入者の損害賠償請求権と立替金支払請求権とが相殺されることになる。
　ただこの見解によれば、善管注意義務は引渡の確認義務であるため、目
的物に蝦疵がある場合はこの見解では与信者の請求を拒絶できないことに
なってしまう。
　②もう一つの見解が割賦購入斡旋のみならず広く第三者与信型消費者信
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5〉用取引全体を念頭において主張された履行確保義務説である。これによれ
（3）　同様に信義則を根拠にする見解として、島田豊介「購入商品の蝦疵とタレジッ
　ト会社に対する買主の抗弁権」判タ593号74頁以下等がある。また浜上則雄「いわ
ゆるクレジット販売と消費者保護（3）」NBL243号20頁も、商品の引渡がないまたは
商品に職疵がある場合に、買主は信義則により賦払金の支払請求を拒むことができ
るとしている。
（4）植木ほか・前掲注（2）54頁以下〔山下および根岸発言〕。
（5）長尾治助『消費者信用法の形成と課題』（商事法務研究会昭和59年）170頁以
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ば、与信者は消費者に対して信義則上供給者が契約上の義務を確実に行う
ことにつきその履行を確保する義務を負うとされる。したがって商品の引
渡がない、商品に蝦疵があるなど供給者に債務不履行がある場合、消費者
は供給者に対して有する権利をもって与信者に対する債務の履行を拒絶す
　　　　　　　　　　（6）ることができることになる。
　この見解は善管注意義務違反説とは異なり、目的物に蝦疵がある場合に
も購入者の支払拒絶を認める。
（c）以上の見解は第三者与信型消費者信用取引のなかでも主に割賦購入斡
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）旋において購入者の支払拒絶を認めるために展開されたものであり、この
ような特殊な取引において消費者たる購入者を保護すべく、従来の民法の
一般理論を駆使して支払拒絶を認めようとする性格が強かったということ
　　　　　　　　（8）が指摘できるであろう。
下。
（6）なお長尾説は後に自説を発展させて、以下のような見解を主張するに至ってい
る。これによれば、割賦購入斡旋やローン提携販売も交換取引原理に服し、与信者
は売買への関与の程度に従い、消極的な義務、例えば販売業者に対する調査・監督
義務から履行確保義務のような積極的な義務まで負うことになる。そして与信契約
　と売買契約の別個性を強調することは、売買契約において目的物の引渡あるまでは
代金を支払わないといった買主の「対価性」を奪うことになるとする。同説は第三
者与信型消費者信用取引においては、売買契約のうち代金支払の部分が別契約とさ
れることで交換的正義の点から買主の立場が弱められていることを指摘し、この点
　を強調して与信者の義務を説くのである。
　以上につき長尾治助「提携金融機関の共同責任」『レンダー・ライアビリティ』
　（悠々社1996年）135頁以下参照。また同「与信契約者の義務違反と債権関係」判タ
670号29頁以下も参照した。
（7）　以上に挙げた他に同時期の学説として、割賦購入斡旋において信販会社は売主
の売買契約上の地位を引き受けると解する見解（島川勝＝金子武嗣「立替払契約と
抗弁権の切断（下）」NBL274号41頁）や、割賦購入斡旋において立替払契約の法
的性質を代位弁済委託契約と考え、信販会社は販売店の代金債権に代位していくか
　ら、買主は販売店に対して有していた抗弁権を信販会社にも主張できるとする見解
　（伊藤進「立替払契約と消費者保護」法セ1983年1号181頁以下）などがある。
（8）　この傾向が顕著な見解の一つとして、石田喜久夫「信用取引と消費者」金法
1036号6頁以下が挙げられる。
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　（2）次に同様に第三者与信型消費者信用取引のみを念頭におく、抗弁の接
続規定新設後特に平成2年最判以後に出された代表的な学説を以下に検討
（9）
する。この時期の学説は割賦販売法の昭和59年改正により法30条の4が設
けられ、同条適用外の取引について平成2年最判が抗弁の接続を認めるこ
とに消極的な態度を示したという法状況を前提に、主として不動産などの
非指定商品のローン提携販売についての抗弁の接続またはこれと同等の効
果をいかに認めるかという形で展開されたのである。
　（a）第一に不動産のローン提携販売を主に念頭において、これらの取引に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）おいても抗弁の接続を認めることを目的として主張された見解がある。例
　　　　（11）えば本田説は、金融機関の販売行為についての知不知に関わらず抗弁の接
続を認めるべき場合があるとする。そして、この問題は悪質な販売業者に
よる不当な取引の結果を顧客と金融機関のいずれに負わせることが信義則
に合致するかに尽きると結論付けた上で、金融機関がこうした取引システ
ムに関与して、その信用を増大させ、また自らも大きな利益を得る以上、
社会的な信用を有する取引の専門家の責務として、売買契約が無効である
場合には、そのリスクの一部を自ら負うべきであるとし、その上で理論的
根拠として法30条の4の類推適用または信義則を挙げる。
　以上が本田説の概要であるが、この見解の特徴としてローン提携販売の
特質（広く第三者与信型消費者信用取引全般に及ぶと考えられる）のうち特に
（9）抗弁の接続規定新設後平成二年最判以前の学説として半田吉信「ローン提携販
売と抗弁権の切断条項（上）（下）」判タ724号48頁以下、725号15頁以下が挙げられ
る。これは第三者与信型消費者信用取引を率直に民法中に規定のない新たな契約範
疇としての三当事者契約関係と捉えて、売買契約と与信契約を法的に一体であると
　し、成立上、履行上、存続上の牽連関係を認める。
（10）　以下に検討する本田説のほかに、長尾治助「不動産売買と提携ローンバンタヘ
の抗弁関係（上）～（下）」NBL504号14頁以下、506号28頁以下、507号38頁以下
は、同じように不動産のローン提携販売にも信義則を根拠に抗弁の接続を原則的に
認めるべきであると主張する。
（11）本田純一「提携型の不動産ローンと抗弁の対抗等」高島先生古稀記念『民法学
の新たな展開』（成文堂平成5年）386頁以下。
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その取引システムに注目している点を挙げることができる。この点はこれ
以前に提唱された後掲の執行説に近似する。また抗弁の接続の問題の本質
を一種のリスク配分であるとしている点は復合契約論の中での抗弁の接続
の位置づけという本稿の問題意識にとって示唆に富む。そして同説はさら
に問題が一種のリスク配分にある以上、抗弁の接続如何というオールオア
ナッシングな解決ではなく、金融機関に過失がある場合には信義則上支払
請求を割合的に減ずるといった抗弁の割合的対抗が認められるべきである
　　　　　　　　（12）とも主張しているのである。
　（b）第二に与信者の義務違反を根拠に抗弁の接続を認める見解がある。松
（13）
本説は、もっぱら割賦購入斡旋を念頭において、売買契約等において目的
物の引渡がない等の履行上の障害が発生した場合において抗弁の接続を認
めるために、取引の構造のみから一律にこれを認めるよりは、与信者の義
務違反を媒介に信義則を発動する方が無理がないとする。そしてクレジッ
ト会社の立替払契約上の付随義務として、クレジット販売システムから有
害な要素を排除するように注意すべき義務が存在し、加盟店に対する調査
監督義務を認める。またこの義務違反は抗弁の接続のみならず債務不履行
または不法行為による損害賠償請求の根拠にすることもできるとしてい
る。
　以上が松本説の概要である。与信者の義務に注目する点では善管注意義
務違反説や履行確保義務説の系譜に属する。また抗弁の接続のみならず損
害賠償請求も視野に入れているが、後者の構成は過失相殺を可能にする点
で、抗弁の割合的対抗の考え方に親しむといえるであろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）　（c）第三に与信契約自体の無効を志向する次のような見解がある。中田説
は、不動産のローン提携販売において売買が公序良俗違反により無効にな
（12）　なおこの点は本田純一「「抗弁対抗」理論をめぐる最近の動向と法的諸問題」
クレジット研究21号83頁以下においても主張されている。
（13）松本1亘雄「クレジット契約と消費者保護」ジュリ979号19頁以下。
（14）　中田裕康「提携住宅ローンにおける抗弁権の対抗」金法1304号32頁以下。
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った場合を念頭において、以下のように論ずる。すなわち、「商品の引渡
・など、売買の履行過程における障害事由であって、有効な消費貸借契約
への抗弁権の「接続」という構成になじみやすいものとは異な」り、「売
　　　　　　　　　　　　　　　　（15）買契約が公序良俗に反し無効とされる場合には、「接続」の論理を解する
よりも、そのような売買の不法性とそれに対する金融機関の加担の程度を
吟味して、…不法性も共同性も強い場合、消費貸借契約も無効となりう
る」とする。そして不法性や共同性が弱い場合には、損害の公平な分担の
観点から、過失相殺などの中間的な処理が要請されるとする。
　以上が中田説の概要である。ローン提携販売における抗弁の接続の問題
のうち特に公序良俗違反による無効の場合を念頭においているため、見解
の射程は限定されているが、直接与信契約自体に支払拒絶事由を見出す点
で、昭和59年以前の一部裁判例に連なる構成であるといえる。また本田説
や松本説と同様に損害の公平な分担の観点から場合により中間的な解決を
志向する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）　（d）以上この時期にも様々な見解が唱えられていた。そしてこの中には、
松本説のように損害賠償により、また中田説のように与信契約の無効を認
めることで、抗弁の接続と同等の効果を認めようとする動向もうかがわ
（17）
れる。また学説においていずれも従来の抗弁の接続の可否というオールオ
（15）　なお野村豊弘「判批」判例リマ1993（上）34頁もこの場合に消費貸借契約その
　ものを無効であると考える余地があるとしている。
（16）　なおこの時期に提唱された他の学説として、割賦購入斡旋を念頭において、タ
レジット契約（立替払契約にあたる）を免責的債務引受と解することで抗弁の接続
を認める宮本・前掲注（1）83頁以下が挙げられる。同見解は特殊な理論によらず
民法上の一般理論により抗弁の接続を認めるものである。
（17）川地宏行「融資付投資取引における抗弁の接続（→口」三重法経論叢15巻1号1
頁以下、2号25頁以下は、特に不動産のローン提携販売や融資付変額保険のような
融資付投資取引について、抗弁の接続を万能視することを批判し、投資家の保護を
抗弁の接続、金融機関の損害賠償責任、融資契約の無効などの様々な救済法理によ
　りはかり、これら制度の共存を主張する。今後抗弁の接続を一つの制度として位置
付けていく上で留意すべき指摘であるといえよう。
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アナッシングの解決ではなく中間的な解決が志向されていたことが目を引
く。これは与信者と購入者間の適切な損失の分配を目指すものであるが、
このことは抗弁の接続の間題が与信者と購入者との間のリスクの配分の問
題の性格を強くもっていることを意識したものであると評することができ
るであろう。そしてこうした指摘はこれ以前にも学説上存在していたので
（18）
ある。
　（3）以上に見た見解はいずれも第三者与信型消費者信用取引のみを念頭に
おき、規定の新設前後でそのコンテクストを異にしつつもここでの抗弁の
接続の根拠を検討する点で共通していた。これらは互いに一定程度の共通
性を有するものの様々な法律構成を提唱していたわけであるが、おおよそ
全体として、当初抗弁接続の規定新設前後においては消費者保護のために
抗弁の接続を認めることが主張され、またその結果与信者に負担が配分さ
　　　　　　　　　　（19）れることが認められていたが、その後与信者購入者間の適切な損失の分配
をはかる傾向がこれに加わったことを指摘できるであろう。いずれにしろ
これらは（特に抗弁の接続規定新説後の学説は）取引が正常に機能しなかっ
た場合のリスクを誰に負担させるかという観点を強く持っていたのであ
る。
　これに対し以下に見るように、第三者与信型消費者信用取引における抗
弁の接続の問題をめぐっては、複数の契約が一つの取引において集合して
いること自体に法的意義を認め、また第三者与信型消費者信用取引を一例
に広く複数の契約が集合する様々な局面を視野に入れて論ずる見解も並行
して存在していた。これらはもっぱら第三者与信型消費者信用取引をその
検討対象にしているが、他の取引をも視野に入れつつ契約の集合事象それ
自体を分析する点で契約間の相互関係を論ずる複合契約論の前身となるも
（18）他に抗弁の接続の問題を顧客と与信者との間のリスク配分の問題であることを
指摘するものとして、栗田哲男「消費者信用と抗弁権の切断」判タ536号134頁や野
村豊弘「判批」判タ667号42頁等が挙げられる。
（19）抗弁の接続を認めることの理由として与信者の損失負担能力に言及されている
ことがこのことを示している。
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のである。こうした視角を採用する見解は、まずこうした契約の集合にお
いて経済的実質と法形式の乖離を直接に契約形式を組変えることによって
埋めようとするのか、それともあくまで当事者の選択した法形式を所与の
ものとして契約の集合事象に対応しようとするのかで分けられる。次にこ
のうち後者は、特に第三者与信型消費者信用取引についていえば契約間の
牽連関係を与信者と販売業者との提携関係から説明しようとするのか、契
約間さらには債務間・給付間の関係から説明しようとするのかで分けられ
る。以下各見解について検討する。
　（i）まず契約の集合において経済的実質と法形式の乖離を直接に契約形
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20）式を組変えることによって埋めようとする見解を検討する。山田教授は、
複数の契約によって初めてその取引を行う当事者が企図した経済的な利益
の移転が実現する取引を「複合契約取引」と呼び、そしてこの取引一般を
把握することを目的として、中でも特に議論の蓄積のある第三者与信型消
費者信用取引に対象を絞った上で以下のような考察を加えている。すなわ
ち、第三者与信型消費者信用取引において、当事者の選択した契約形式が
その取引の経済的実質から逸脱している場合には、裁判官による契約形式
の組み換えを認めて、抗弁の接続を認めるのと同様の効果を導こうとす
る。例えば割賦購入斡旋においては、当事者が選択した契約形式は売買契
約と立替払契約であるが、これを販売業者と購入者との間で割賦販売契約
が締結され、販売業者と信販会社との間で販売業者が有する賦払代金債権
の売買契約が結ばれるとするのである。これにより信販会社は購入者に対
して販売業者から譲渡された賦払代金債権を行使していることになり、購
入者は販売業者に対して有している抗弁を信販会社に対して主張できるよ
うになる。そしてこうした契約形式の組み換えにより複合契約取引一般に
おいて妥当な結論を導くことが可能になると主張する。
　以上が山田説の概要である。山田説は第三者与信型消費者信用取引につ
（20）　山田誠一「「複合契約取引」についての覚書（1）（2）」NBL485号30頁以下、486号
52頁以下。
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いて契約形式の組み換えにより抗弁の接続の効果を認めようとするもので
あり、あくまで当事者の選択した契約形式を前提とする他の諸見解と一線
を画するものである。特にこの見解において注目すべきは、第三者与信型
消費者信用取引以外の取引をも視野にいれた他の学説よりもさらに強く複
合契約取引という事象を意識し、この複合契約取引全体を視野に入れて第
三者与信型消費者信用取引における抗弁の接続の問題を論じている点であ
る。この点は同説の中でも本稿にとって最も注目すべき点であるといえる。
　（ii）次に当事者の選択した法形式を所与のものとして契約の集合事象、
特に第三者与信型消費者信用取引における契約間の牽連関係の理論的根拠
を明らかにしようとする見解を検討する。
　（盆）このうちこれを与信者と販売業者の提携関係から説明しようとするの
　　　　　　　　　（21）が以下の提携契約説である。すなわち、まず提携契約を共同目的達成のた
めに相互に継続的な協力関係を目的とする企業間の契約であると定義す
る。そして第三者与信型消費者信用取引において与信者と販売業者はこの
ような提携契約関係に基づいて売買契約と与信契約のうち、一方が他方の
契約の有効な成立を前提とするシステムを作り「共同の利益」を享受する
以上、他方の契約が成立せず効力が消滅した場合には、一方の契約も成立
しない、ないしは効力を失うと解するべきであり、一方の契約は他方の契
約の成立を停止条件とし、他方の契約の無効・解除等による効力の消滅を
解除条件としていると見ることができるとして、成立上および消滅上の牽
（21）執行秀幸「第三者与信型消費者信用取引における提携契約関係の法的意義」国
士舘19号58頁以下および同「第三者与信型消費者信用取引における提携契約関係の
法的意義（上）（下）」ジュリ878号94頁以下、880号134頁以下。
　また新美育文「ローン提携取引についての一考察（上）（下）」ジュリ893号120頁
以下、897号101頁以下は、ローン提携販売および提携ローンに限定しているもの
の、これら取引における提携契約が与信契約と商品供給契約の結合をもたらし、そ
の結合形態から当事者の合理的意思としてそれぞれの給付の関連が肯定されるべき
であると主張する。
　なお提携契約一般につき椿寿夫「提携契約論序説（上）（下）」ジュリ846号117頁
以下、849号101頁以下を参照した。
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連関係を認める。また与信者が提携契約に基づき供給者との「共同の利
益」を得るために顧客が通常の売買契約において行使しえた同時履行の抗
弁権を行使しえなくなっていることから、このことで顧客に商品の引渡が
ないなどの危険が生じたにもかかわらず、供給契約の問題だとして与信者
に立替金等の請求を許すことは信義則に反するとして、履行上の牽連関係
を認めるのである。さらに以上の理は顧客が消費者でなくとも、また提携
契約に基づいてこの第三者与信型消費者信用取引と同様のシステムを作り
「共同の利益」が享受されるその他の取引にも妥当するとしている。
　この見解は抗弁の接続規定新設以前の裁判例がこれを認めるために挙げ
た実質的な根拠のうち特に与信者と供給者との間の提携関係、さらには両
者が共同の利益を享受するシステム、っまり取引の構造に注目し、同様の
関係および構造をもつ取引をも視野に入れていこうという方向性を持つも
のである。
　（b）これに対し契約間さらには債務間・給付間の関係に注目する以下の見
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）解も存在する。このうち契約間の関係に注目したのが契約結合説であり、
同説は抗弁の接続を論ずる学説の中でも最も早くに複数の契約が集合する
事象一般をも視野に入れていた見解である。これは以下のように主張す
る。すなわち、民商法典における契約とは異なり、現実類型としての契約
は数種の契約の複合体であることが多い。このように契約が相互に関連し
あって一つのまとまりを持つに至っている取引、すなわち契約結合におい
ては、構成契約間に相互依存効が認められるべきである。例えば個品割賦
購入斡旋においては、当事者の意思からして、売買契約と立替払契約は相
互依存の関係にあり、一方は他方の消滅を解除条件にして成立・存続して
　　　　　　　　　　　（23）いると解釈すべきであるとする。
（22）北川善太郎「約款と契約法」NBL242号83頁以下、同「立替払契約について」
国民生活13巻4号16頁以下。
（23）　同様に契約間の関係に注目する見解として、植木哲「消費者信用取引をめぐる
抗弁権対抗の理論」金法1041号8頁以下がある。これによれば、第三者与信型消費
者信用取引において売買契約と与信契約は互いに目的拘束依存の関係にあり、成
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　契約結合説は相互に依存する関係にある契約の結合それ自体に着目し、
この関係から生ずる効果、相互依存効を論ずることから、必然議論の射程
はあらゆる契約結合現象に及び、第三者与信型消費者信用取引はその一例
にすぎないことになる。この点で同説は契約間一般の関係を論ずる複合契
約論の先駆ともいえる見解である。
　（c）契約結合説同様当事者の意思を探求するが、契約の結びつきからさら
に進んで個々の債務ないし給付レベルでの結びつきに法的意義を認める見
　　　　　　　　　（24）解が以下の給付関連説である。割賦購入斡旋において、売買契約は信販会
社による売買代金の弁済によって顧客の販売業者に対する売買代金債務が
履行される旨約した点で、立替払契約に自らを関連付ける要素を契約内容
としていると考えられ、また立替払契約も信販会社が売買代金を販売業者
に交付することによって信販会社の顧客に対する立替金等請求権が発生す
る旨を約した点で、売買契約に自らを関連付ける要素を契約内容としてい
る。両契約における「契約当事者の意思内容をこのように解すると、信販
会社の残売買代金の支払＝立替金の交付義務の履行によって、一方で販売
業者に対する顧客の売買代金債務の一括弁済の効果と信販会社の顧客に対
する立替金等請求権取得の効果が一体的に発生することになり、売買代金
債務の消滅と立替金等債務の発生の間には、一方がなければ他方もないと
　　　　　　　　　　　　　　（25）いう密接な対応関係があることが確認され」、「したがってまた…売買契約
上、売買代金債務との間に対価関係が認められる目的物の引渡債務と立替
金等債務との間にも発生上、履行上、存続上の牽連関係があると解すべき
　（26）
である」とする。
立、存続および消滅の関係において相互に牽連・依存の関係にあって、有機的に結
合しているとされる。
（24）福永＝千葉・前掲注（1）27頁以下、千葉恵美子「割賦販売法上の抗弁接続規
定と民法」民商93巻臨増（2）291頁以下。なお山野目章夫「特約による抗弁接続」
『ゴルフ場の倒産と金融機関の対応』（金融商事判例別冊）126頁以下はこの給付関
連説に賛意を示す。
（25）千葉・前掲注（24）292頁以下。
（26）千葉・前掲注（24）293頁。
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　以上のように当初この見解はもっぱら割賦購入斡旋を念頭において購入
者の支払拒絶等を認めるために提唱されていた。しかし同説の論者はその
後自説を発展させて、一定の経済的目標を達成するために多数当事者間に
おいて複数の契約が成立している「多数当事者の取引関係」一般につい
て、その各構成契約上の債務間の相互依存関係の法的根拠を以下のように
　　　　（27）説明している。すなわち、多数当事者の取引関係における「契約の統合化
は、一つの取引を構成する契約自体の中に、共通した債務負担の実質的理
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（28）（29）由（コーズ）が存在していることによってもたらされる」。例えば、「第三
者与信型消費者信用取引の場合には、与信者が顧客の売買代金債務を弁済
によって消滅させる点に、一・与信契約上顧客が与信者に賦払金債務を、ま
た、売買契約上、販売業者が顧客に目的物引渡債務を負担する実質的理由
　　　　　（30）（コーズ）がある」。そして「このようなコーズが存在するために、取引を
構成する各契約は、契約内容として、いわゆる「結合要素」を取り込んで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（31）おり、この「結合要素」が各契約上の「債務」間の相互依存効をもたら」
す。「第三者与信型消費者信用取引の場合には、売買契約上、与信者の販
売業者に対する支払によって、顧客の売買代金債務が消滅する点が契約内
容として取り込まれており、他方で、与信契約上、与信者が顧客の売買代
金債務を販売業者に対して支払うことによって、顧客の賦払金債務を発生
　　　　　　　　　　　　　（32）させることが契約内容となっている」。こうして売買代金債務の消滅と賦
（27）千葉恵美子「抗弁の接続問題と消費者契約法（仮称）および債権流動化関連法
　との関係（下）」NBL649号31頁以下、同「多数当事者間の取引関係を見る視点」
椿先生古稀記念『現代取引法の基礎的課題』（有斐閣平成11年）174頁以下。
　なお後者の論文において実際に検討が加えられているのは第三者与信型消費者信
用取引とファイナンスリースである。
（28）千葉・前掲注（27）「多数当事者の取引関係を見る視点」178頁。
（29）なお大村敦志『典型契約と性質決定』（有斐閣1997年）181頁以下は、既に給付
関連説がコーズ概念によって読み直すことができることを指摘していた。
（30〉千葉・前掲注（27）「多数当事者の取引関係を見る視点」178頁。
（31）千葉・前掲注（27）「多数当事者の取引関係を見る視点」178頁。
（32）千葉・前掲注（27）「多数当事者の取引関係を見る視点」178頁。
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払金債務の発生という効果の一体的な発生が約定されていることから目的
物引渡債務と賦払金債務との間に発生上、履行上、存続上の牽連関係が認
められることになるのである。
　この見解は取引当事者の意思に着目する点で契約結合説と出発点を同じ
くするが、契約間から給付間へと視点を移し、債務間・給付間の牽連関係
について緻密な理論的検討を加える。そして注目すべきはその後第三者与
信型消費者信用取引での検討を本格的に多数当事者の取引関係に及ぼして
いることであり、また債務間の相互依存関係をコーズに注目して説明する
点は、後に検討する、我が国の第三者与信型消費者信用取引に相当する関
連貸付をもっぱら念頭において契約間の相互依存関係を論ずるフランスの
多くの学説が与信契約の消滅をコーズによって説明していることと附合す
る。ただ後述の契約問の相互依存性をコーズにより説明するフランスの学
説が採用するコーズが、契約を締結するに至った動機、つまり契約のコー
ズを意昧するのに対し、同説の論者が念頭においているのは債務負担の原
因としての債務のコーズである点に違いがあることに注意する必要がある。
　（d）以上が当事者の選択した法形式を前提に契約の集合事象、特に第三者
与信型消費者信用取引における契約間の牽連関係の理論的根拠を明らかに
しようとする見解であった。これらは抗弁の接続を認めるために裁判例が
考慮したこの取引の特質に由来する3つの要素、すなわち、第一に消費者
取引であること、第二に与信者と販売業者が一体的関係にあり、そしてこ
の一体的関係を中心にして作られた取引構造から与信者と販売業者が利益
を享受するのに対して、購入者がこれに比して劣位の立場に置かれている
こと、第三に当事者の意思に由来する売買契約と与信契約の相互依存関係
が存在することのうち、提携契約説は第二番目の要素に、契約結合説およ
び給付関連説は第三番目の要素にそれぞれ着目して牽連関係を説明しよう
としたのである。いずれを選択すべきか論述のこの段階では明らかにしえ
ないが、これはなぜ契約が牽連関係にあるのか、っまり契約間の影響関係
の原因を問うことに他ならず、この点は後に明らかにするつもりである。
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　またこれらの見解は契約間の成立上、履行上、存続上の牽連関係を認め
るものであるが、これは一方が不履行なら他方の履行の停止を、不成立ま
たは消滅なら不成立または消滅を認めるものであり、いずれにせよ支払停
止のみを認める通常の抗弁の接続の効果とは異なるものである点にも注意
すべきである。
　6　販売業者が経営難に陥った場合の抗弁の接続
　ところでこれまでに検討してきた裁判例の事案の過半において、販売業
者が経営難に陥っていた。こうした場合販売業者からの十全な回収はなし
えないため、この損失の負担を誰に帰するのかが大きな問題となる。そし
てこのことは抗弁の接続を認めることが最終的にどのような効果をもたら
すのかを問うことに他ならず、この問題の本質にも関わるものである。し
かしながら販売業者が倒産し、抗弁の接続が認められた場合の清算関係に
ついて、今日まで裁判例は報告されておらず、また学説上の議論も少な
い。そこで以下においては少ない手がかりをもとに、こうした場合にいか
なる取扱いがなされるのか、つまり誰が損失を負担するのかを代表的な取
引である割賦購入斡旋を例に簡単に検討する。
　（1）まず前提となる問題として、売買契約が取消や解除により消滅した場
合にも法30条の4によれば、立替払契約はなお存続し支払拒絶のみが認め
られるのか（支払停止説）、それとも立替払契約の消滅まで認められるのか
　　　　　　　　　　（33）（効力喪失説）が問題となる。学説上は効力喪失説も有力に唱えられてい
（34）
るが、数少ない裁判例である東京地判平成5年9月27日判時1496号103頁
（33）　この問題については下記に挙げる文献の他に、千葉恵美子「抗弁の接続」梶村
太市ほか編『改正割賦販売法』（青林書院1990年）77頁以下や同「抗弁の接続の要
件・効果」梶村太市ほか編『割賦販売法』（青林書院2000年）114頁以下を参照し
た。またドイツの第三者与信型割賦取引すなわち結合取引（本稿の第三者与信型消
費者信用取引にあたる）の清算に関する議論を学説を中心に検討したものとして、
増成牧「ドイツ消費者信用法における結合取引の清算」石田先生古稀記念『民法学
の課題と展望』（成文堂2000年）781頁以下を参照した。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（35）や最高裁判所事務総局が編集した執務資料は支払停止説を採用し、立法担
　　　　　　　　　　　　　　　（36）当者も同説を前提にしているようである。また信義則を根拠に認められる
のも支払拒絶のみである。したがって以下ではこの支払停止説を前提に検
　　（37）
討を行う。
　（2）では抗弁の接続により購入者に支払拒絶が認められたとして、販売業
者が経営難に陥った場合にいかなる取扱いが考えられるか。場合を分けて
　　（38）
考察する。なお通常売買契約および立替払契約の成立後すぐに立替金の支
払がなされるため、以下は既に立替金の支払がなされていることを前提と
する。
　まず販売業者が売買契約上の債務を履行しないまま経営難に陥ったが倒
産手続が開始されない（例えば販売業者が事実上倒産して行方が知れない）
場合には、売買契約が解除等により消滅していようといまいと支払停止説
によれば立替払契約は存続するが、支払停止の効果が継続し顧客・販売業
者間において清算がされないため、信販会社は永久に顧客に対して未払い
（34）清水巌「クレジット契約と消費者の抗弁権」『現代契約法体系第4巻』（有斐閣
昭和60年）276頁や千葉恵美子「第三者与信型消費者信用取引と契約関係の清算
（上）」北法39巻5－6・188頁以下等。
（35）最高裁判所事務総局編『信販関係事件に関する執務資料（その二）』（法曹会
1985年）83頁以下。
（36）通商産業省産業政策局消費経済課編『昭和59年改正による最新割賦販売法の解
説』（日本クレジット産業協会1986年）193頁以下参照。
（37）　また立法担当者や裁判例は抗弁の接続の効果として既払金の返還を認めていな
い。裁判例として例えば、福岡地裁小倉支部判決平成3年7月19日NBL485号67
頁や前掲東京地判平成5年9月27日、広島地判平成8年5月29日判夕928号248頁が
挙げられる。
　これに対し学説上既払金の返還を認めるべしとの主張も有力である。例えば、神
作裕之「割賦購入あっせんにおける抗弁権の接続と既払金の返還」クレジット研究
23号77頁以下や千葉・前掲注（34）75頁以下がある。
（38）　この問題については下記の文献の他に、福永有利「個品割賦購入あっせんと販
売業者の経営悪化」梶村太市ほか編『割賦販売法』（青林書院2000年）131頁以下や
福永有利・千葉恵美子「個品割賦購入あっせんと倒産法（下）」判タ529号48頁を参
照した。
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　　　　　　　　　　　　　　　　（39）の賦払金を請求できなくなる可能性がある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（40）　次に販売業者について倒産手続、特に破産手続が開始された場合で、破
産宣告前に顧客が売買契約を解除していた場合について。この場合支払停
止説によれば立替払契約はなお存続することになるが、売買契約上の代金
支払義務の消滅の効果は破産手続が終了しても存続し、その抗弁は信販会
社に対し接続するから、信販会社は購入者に対し未払いの賦払金の請求が
　　　　　　　　　　（41）できないことになるとされる。なおこの場合購入者は商品を返還せねばな
らず、頭金を販売業者に支払っていればその返還請求権が破産債権とな
る。
　では購入者が売買契約の解除をすることなく販売業者が破産宣告を受け
た場合はどうか。破産宣告前にすでに販売業者の債務不履行による解除権
が購入者に発生しこれを行使することができるのなら、破産宣告後も購入
者は破産管財人に対してこれを行使することができるとするのが一般的で
（42）
ある。これに対し販売業者が債務不履行をなす前に破産宣告を受けた場合
に旧破産法59条1項（新破産法53条1項）の適用の有無をめぐって問題が
生ずる。学説は分かれるが、立替払後も賦払金が完済されていない以上双
方未履行に類する状態にあるとして同法の適用または類推適用を認める
（43）
見解によれば、同条により管財人は履行を求めるか契約を解除するかの選
択権を有し、履行を選択すれば購入者はひきつづき信販会社への支払を継
続し、解除を選択すれば先の解除の場合と同様の結論になる。反対に信販
会社による立替金の支払をもって購入者の売買代金債務の弁済ありとして
（39）支払停止説に立つとこのような結果になる恐れは千葉・前掲注（34）88頁以下
が指摘している。
（40）破産手続の他に倒産処理手続としては民事再生手続や会社更生手続等がある
が、破産法の規定が民事再生手続や会社更生手続に準用されていることから、以下
の検討も同手続を念頭におく。
（41）最高裁判所事務総局編・前掲注（35）83頁以下参照。
（42）例えば加藤哲夫『破産法（第三版）』（弘文堂平成12年）172頁以下など。
（43）千葉恵美子「割賦購入あっせん」福永有利編著『新種・特殊契約と倒産法』
（商事法務研究会昭和63年）45頁以下。
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同条の適用を認めない見解によれば、破産宣告後販売業者の履行がなくと
も破産手続外での債務の履行が禁じられるため債務不履行は成立せず、購
入者は履行のない債権を破産債権として行使する他なく、また解除もでき
ないことになる。破産債権は破産配当を受け、破産債権は破産手続終結と
ともに消滅するが、その後なお抗弁の接続が認められるか否かがさらに問
題となる。この場合、購入者が売買契約上の債権を有しない以上接続され
るべき抗弁もないとしてこれ以後の信販会社に対する支払拒絶を認めない
（44）
見解がある一方で、抗弁の接続を認める法の趣旨を販売業者の責任で売買
契約上の債務の履行がない限り購入者は賦払金を支払わなくてもよいとし
たものというように拡張的に捉えて、販売業者が破産免責を受けた場合に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（45）はこの債務の履行がないとして、なお賦払金の支払いの拒絶を認める見解
もある。そして前者の見解によればこの場合販売業者の破産による損失は
購入者が負担することになる。
　（3）以上販売業者が経営難に陥った場合における抗弁の接続如何を各場面
ごとに検討したが、購入者が解除をすることなく販売業者が破産宣告を受
けた場合を除くいずれの場面においても、支払停止説によれば購入者の支
払拒絶が継続する以上信販会社は購入者に賦払金を請求できず、販売業者
からの回収を余儀なくされ、結局損失の負担を強いられることになった。
また購入者が解除をすることなく販売業者が破産宣告を受けた場合につい
てもなお支払拒絶を認める見解が有力であった。もちろんここでの損失は
未払いの賦払金額に相当し、顧客が売主に支払った頭金や信販会社にすで
に支払った既払金は除外されるわけであるが、これまでの裁判例を見る限
りそのほとんどで全体の金額に占める割合はこの未払い金が最も高かっ
（44）　雨宮眞也「割賦購入斡旋取引において加盟店が破産宣告を受けた場合のクレジ
ット会社の消費者に対する法律上の責任」タレジット研究22号47頁以下。なお千
葉・前掲注（43）53頁もこれ以後の支払拒絶を認めない。ただ59条1項の類推適用
を認める。
（45〉福永有利「個品割賦購入あっせんと販売店の経営悪化」梶村太市ほか編『改正
割賦販売法』（青林書院1990年）94頁以下。
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た。そしてこうした見解は以上の取扱いを認めることで、抗弁の接続が認
められれば最終的に販売業者の無資力のリスクを信販会社が負担させられ
　　　　　　　　　　　　　　　（46）ることを明白に意図していたのである。明確な裁判例がいまだ存在しない
中で断定はできないが、抗弁の接続が与信者へのリスク転嫁の十分な可能
　　　　　　　　　　　　　　（47）（48）性を持つことは否定できないであろう。
　7　小括
　以上立法、判例、学説が錯綜する抗弁の接続の議論を、議論の発生から
今日に至るまで、抗弁の接続がいかにして認められてきたかという観点か
ら検討してきた。
（46）例えば、千葉・前掲注（43）66頁以下や福永・千葉・前掲注（38）57頁等。
（47）　以上は支払停止説を前提にするものであったが、特に割賦購入斡旋において売
買契約が解除等により消滅した場合に、法30条の4の効果として（効力喪失説）ま
　た一般法上認められる牽連関係により立替払契約が消滅することを認める見解によ
れば、信販会社と購入者との間の清算はどのようになされることになるか。
　これについて、千葉・前掲注（43）75頁以下は、たとえば売買契約が解除された
場合、購入者は販売業者に対して売買代金債務を負担していないから、信販会社の
出掲による債務消滅の効果は購入者に帰属せず、債務消滅という利得がない以上、
購入者に信販会社に対する関係で不当利得返還債務を負担させることはできない。
　したがって信販会社から販売業者に対する直接の給付利得の返還、すなわち立替金
の返還請求を認めざるをえないとする。これに対し立替払契約が消滅すれば購入者
は信販会社に立替金等を不当利得に基づいて返還しなければならないとの考え方も
ありうる（長尾治助「倒産加盟店の顧客の権利と信販会社の責任」判タ942号82頁
参照）。この場合購入者は販売業者に対して不当利得に基づいて売買代金の返還を
求めることになる。
　以上のうち前者の見解によれば販売業者の無資力のリスクは信販会社が負担し、
後者の見解によれば購入者が負担することになる。なおいずれによっても立替払契
約が遡及的に消滅する以上、購入者が信販会社に既に支払った既払金の返還は認め
　られる。
（48）　もちろん実際には信販会社を始めとする与信者はこうした損失を回避するため
に様々な措置を講じているであろう。例えば、割賦購入斡旋において目的物の所有
権は信販会社に留保されているし、またあらかじめ加盟店契約を締結するにあたっ
て、販売業者の倒産に備え、担保を取ることも保証人を立てさせることも可能であ
　る。
　150　早法80巻1号（2004）
　ここでまず以上の検討から、変転を繰り返した抗弁の接続をめぐる法状
況の今日までの姿を立法および判例を中心にまとめれば、以下のようにな
ろう。すなわち、まず抗弁の接続は規定の新設以前にも割賦購入斡旋を中
心に多数の下級審裁判例によって認められていた。これらは主として第三
者与信型消費者信用取引の特性である①消費者取引であること、②与信者
と販売業者の一体的関係および購入者が劣位に置かれる取引構造、③売買
契約と与信契約の相互依存関係を理由に、もっぱら信義則等に基づいて抗
弁の接続を認めていたのである。また学説の多くも抗弁の接続を認めて購
入者・消費者を保護すべく様々な法律構成を提唱していた。その後昭和59
年の割賦販売法改正により抗弁の接続は明文をもって認められた。そして
ここで立法担当者は規定の新設理由としてもっぱら上記の①および②を挙
げていたのである。しかしながら同規定の適用対象取引は指定商品の割賦
購入斡旋に限定され、適用対象外の取引について抗弁の接続の認否如何の
問題は依然残されていた。この問題は具体的に同規定を創設的規定と解す
るか確認的規定と解するかという規定の法的性質の問題と民法上抗弁の接
続をいかに認めるかという問題として現れたが、平成2年の最高裁判決は
学説の多数の見解に反し、同規定を法が購入者保護のために特別に設けた
創設的規定であると解して法30条の4の類推適用を制限し、また民法上の
抗弁の接続について、与信契約においてその旨の合意のある場合または売
買契約上の不履行等の結果を与信者に帰せしめるのを信義則上相当とする
特段の事情がある場合にこれを限定し、抗弁の接続を認めるにあたり厳格
な態度を打ち出した。抗弁の接続に関する初の最高裁判決である同判決は
その後の判例における抗弁の接続の認否に多大な影響を与え、これに続く
多くの判例は同最判の定式に従い、その厳格な態度を継承したのである。
またこの時期の学説の中には以上のような法状況を前提に抗弁の接続以外
の構成も視野に入れつつ適用対象外の取引について購入者の支払拒絶を認
めようとする傾向も見られた。その後平成11年の2度目の割賦販売法の改
正により抗弁の接続は適用範囲の拡大を見、今日においては第三者与信型
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消費者信用取引の主要な取引類型である割賦購入斡旋や提携ローン、ロー
ン提携販売の指定商品、指定役務・権利を目的とする取引にその適用が認
められ、広範な適用領域を有するに至っているのである。
　次に以上のような今日までの抗弁の接続の議論について特に以下のよう
な点を指摘することができるであろう。
　まずこれまで検討したことから明らかになったことであるが、抗弁の接
続の問題は売買契約に端を発する取引システム内のリスクを与信者に負担
させるか購入者・消費者に負担させるかというリスク配分の問題を提起す
るものであると評価することができるであろう。というのも実際には以上
に検討した数多くの裁判例のほとんどで販売業者等が経営難に陥っていた
わけであるが、支払停止説によれば、一方で抗弁の接続が認められた場
合、与信者が販売業者からの回収不能による損失を負担する公算が高かっ
たのに対し、他方で抗弁の接続が認められない場合、購入者は与信者への
賦払いを強いられ、販売業者からの回収不能による損失を負担しなければ
ならなくなったからである。したがって抗弁の接続を認めることは最終的
に未払いの賦払い金分の回収不能のリスクを与信者に転嫁することを意味
していたのである。またこのことは抗弁の接続規定新設前のいくつかの裁
判例が購入者に損失を負担させることが不当であるとして抗弁の接続を認
めていたことにも、また立法担当者が抗弁の接続規定の新設理由中与信者
の損失負担能力に言及する点にも現れていたし、さらに学説の中には端的
に抗弁の接続の問題の核心がリスク負担の間題であることを指摘するもの
もあった。そこでこうした視点から今日の抗弁の接続の立法およびこれを
補完する判例法理を以下のように評価することはできないであろうか。す
なわち、昭和59年の改正割賦販売法は立法担当者によれば上記第三者与信
型消費者信用取引の属性のうち特に①および②に注目して抗弁の接続を認
めたわけであるが、こうした立法担当者の意思を尊重すればここからも同
規定が特定の取引について購入者・消費者の保護、そして与信者へのリス
クの転嫁までも認めたものであるということができるであろう。そしてそ
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の後の平成2年の最高裁判決以降の判例も同様にこの規定を創設的規定、
つまり特別な場合に消費者保護のために政策的に抗弁の接続を認めた規定
であると解し、その上でこれにあたらない取引について特段の事情の存在
を要件に抗弁の接続を認めたわけであるが、この判例法理は立法を補完
し、これと一体になって特定の取引における抗弁の接続、つまりリスクの
転嫁までも含んだ購入者・消費者の保護如何を決していたのではないだろ
うか。
　しかしながら他面においてこの第三者与信型消費者信用取引はまた複数
の契約が形成する単一の取引における契約間の影響関係が問題となる典型
的な一っの例でもある。このことは、契約形式の組変えを志向する見解、
提携契約説、契約結合説、給付関連説などが、広く他の取引、さらには契
約の集合現象一般を視野に入れて抗弁の接続のための法律構成や契約間の
牽連関係の理論構成を行っていたことに端的に表れている。契約の集合事
象それ自体に注目するこれらの見解も各説ごとにその内容やその射程は
様々であった。その内容について、まず最初の見解が経済的実質と法形式
の乖離を直接契約形式を組変えることによって埋めようとしたのに対し、
その他の見解はあくまで当事者の選択した法形式を所与のものとした上で
契約の集合事象に対応しようとした。次にこうした見解のうち、提携契約
説は先に挙げた②の要素に注目し、契約結合説及び給付関連説は③の要素
に注目して、それぞれの理論的根拠により抗弁の接続や契約間の牽連関係
を説明しようとしていた。いずれにしても以上は複数の契約間の影響関係
一般を論ずる複合契約論の前身となる見解であった。このように第三者与
信型消費者信用取引は複数の契約間の影響関係如何という複合契約論の観
点からも論じられる余地を持っていたのである。
　以上のように抗弁の接続の議論は特定の取引での与信者と消費者・購入
者との間のリスク配分の問題、そしてこの点までも含んだうえでの購入
者・消費者の保護の問題という性格を持ちえた。と同時にいくつかの学説
上の見解からも明らかなように、第三者与信型消費者信用取引は契約間の
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影響関係が問題となる一つの代表的な例としてとらえることもできたので
ある。では抗弁の接続の議論の前者のような特性は同議論の他の取引への
一般化を阻むものであろうか。また第三者与信型消費者信用取引を後者の
ようにとらえる場合、この取引を含む複数の相互に依存する契約間の関係
を規律する法理はどのように構築されるべきなのか。こうした見解は契約
間の関係の理論的説明を提示する点で複合契約論の前身となるものであっ
たが、その内容および射程において多岐に分かれ、いずれにしてもいまだ
決定的な見解は登場していなかったのである。
　そして抗弁の接続の議論の契約間の影響関係一般の議論に及ぼしがたい
特殊性を明らかにすることは他の取引における同種の議論との比較を通じ
てこそよくなしうるものである。その意味でもっぱら二当事者間での他の
契約における債務不履行を理由とする契約の解除の可否が間題となった、
最三判平成8年11月12日（以下平成8年最判と略称する）他一連の裁判例お
よびそれに引き続く議論を検討することが必要になる。また複数の契約が
形成する単一の取引における契約間の関係一般の法理の構築という観点か
らも、この議論の検討を欠くことはできない。こうした法理の構築を目指
すならば、他の取引をも視野に入れて第三者与信型消費者信用取引におけ
る契約間の牽連関係を検討した見解については、その検討結果を十分踏ま
えつっも、抗弁の接続の議論のもつ特殊性に鑑みて、その再検討を欠くこ
とはできないであろう。
二他の契約の不履行に基づく契約の解除の是非に関する
　　議論
　これまで複数契約間の関係についての考察に主として材料を提供してき
たのが上述の第三者与信型消費者信用取引における抗弁の接続の問題であ
った。抗弁の接続に関する学説のうち広く他の取引をも視野に入れるもの
も考察の過半をこの取引に費やしていたのである。しかしながら複数契約
間の関係という視点は抗弁の接続の問題の一段面に過ぎず、またこうした
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視点を持つ学説も一部に過ぎなかった。ところが近時判例において他の契
約における債務不履行を理由に契約の解除を認めうるか否かが問題とさ
れ、特に最三判平成8年11月12日においてこれが認められたことを契機
に、複数の契約問の関係が正面から活発に議論されるようになり、複数契
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（49）約間の関係についての考察に新たに有力な基点が加わることになった。そ
（49）　これ以前に我が国において複数契約間の関係が問題となった例がなかったわけ
ではない。いわゆる芸娼妓の前借金の約束の効力に関する一連の判例についてここ
で一言しておく。ここでは両親が抱主から金銭を借り（前借金）、娘が酌婦として
この抱主の下に住み込みで働き、その稼ぎを前借金の弁済にあてるということが行
われていたが、実態は全体として娘の人身売買に他ならず、公序良俗違反ゆえに酌
婦稼働の部分のみならず前借金の部分が無効か否かが争われたのである。このうち
酌婦稼働の部分については、若干の曲折はあったものの概ねこれが公序良俗に反し
無効であることが認められてきたといってよい。これに対し前借金の部分について
は外観上これが酌婦稼働の部分とは独立した消費貸借であり、同様に無効となるか
否かが問題となった。なおこの間題に関する以下の叙述は近藤・後掲注（52）98頁
以下および西村信雄「前借金無効の判決について」法時28巻1号91頁以下によって
いる。
　大審院の判例の大勢は両者を分けて扱い、前者が無効であっても後者は無効でな
いとしていた。例えば大判大正9年10月30日法律新聞1808号11頁は、酌婦稼働契約
と消費貸借契約の二個の契約があり、前者が公序良俗に反し無効になっても、後者
が無効になるわけではないとする。その後前借金の契約にっいて、これが純然たる
消費貸借契約であればともかく、真意は酌婦稼働契約をさせる対価である場合には
無効であるとし、その意義如何により取扱いを別にする大判大正10年9月29日民録
27輯1774頁が現れ、また酌婦稼働契約と消費貸借契約の二個の独立の契約が存在す
るとしながらも、当事者が特に両者を密接不可分にし一方無効ならば他方は効力な
しという相互に条件をなすものとした場合には、前者の無効は後者の無効をもたら
すとした大判昭和10年5月14日大審院判決全集18号4頁のような判決も存在した
が、ほとんどは結果的に消費貸借契約がなお有効であることを認めていた。こうし
た大審院判決の動向を逆転させこの問題に終止符を打ったのが最二判昭和30年10月
7日民集9巻11号1616頁である。同判決は、前借金受領が酌婦稼働を前提とし両者
は密接不可分の関係にあるから、契約の一部である酌婦稼働契約の無効は契約全部
の無効をきたし、したがって消費貸借契約も無効であるとした。なおこの最高裁判
決にっいては、評釈として、幾代通「判批」別冊ジュリ46号民法判例百選138頁以
下や川島武宜「判批」判時63号1頁以下、谷口知平「判批」民商34巻3号85頁以
下、中川善之助「判批」法時27巻12号50頁以下、能見善久「判批」法協97巻4号
123頁以下、三淵乾太郎「判批」法曹7巻12号81頁以下、我妻栄「判批」ジュリ93
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こで以下においてはまずこの平成8年最判を中心とするこれら一連の判例
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（50）およびこの判決に触発され学説上展開された議論の現状を確認し、次に抗
弁の接続に関する議論との関係を検討し、その上でこの議論の持つ課題を
提起したい。
1　平成8年11月12日の最高裁第三小法廷判決を中心とする裁判例の検討
　（1）この問題についての始めての判決が東京地判平成4年7月27日判時
　　　　　　　（51）
1464号76頁である。持分所有形式によるビルの小口分譲販売会社である
号23頁以下を参照した。
　以上の一連の判例において、そもそも酌婦稼働契約と消費貸借契約の二個の契約
が存在するのか、それとも一つの芸娼妓契約が存在するのか、という契約の個数に
ついての判断が統一されていたわけではなかった。上記最高裁判決においても契約
の個数の判断は曖昧である。この点はおいて、仮にこの判決においても二個の契約
の存在が認められたとして、これを含め消費貸借契約が無効であることを認める判
決は、消費貸借が事実上酌婦稼働の前払い的対価をなし、これと密接不可分の関係
にあることを理由にしていたわけであるが、ここで争われていたのは消費貸借契約
　自体の公序良俗違反のゆえの無効如何である。ここでの消費貸借契約の無効はまさ
　にこの契約自体の公序良俗違反性に由来していたわけであるが、当面の考察対象で
　ある以下の他の契約の解除による契約の解除如何に関する判例においては、特に消
滅が問題となる契約にこうした事由が存在しないにもかかわらず、その消滅如何が
問題となっているのである。とはいえここで消費貸借契約がこれが締結された目的
　に鑑みて公序良俗違反により無効とされた点は、複数契約間の影響関係の問題を契
約が締結された目的をその契約の処理にあたっていかに考慮するかに還元する後述
　の本稿の立場にも沿い、興味深い。
（50）以下の判例および学説にっいては、本田純一『契約規範の成立と範囲』（一粒
社1999年）197頁以下および宮本健蔵「混合契約及び複合契約と契約の解除」志林
97巻1号35頁以下を参照した。また他に同最判を契機に複合契約について論じ、あ
わせてドイツにおけるネット契約論に触れるものとして、橋本恭宏「システム（ネ
　ット）契約論序説」椿先生古稀記念『現代取引法の基礎的課題』（有斐閣平成11年）
317頁以下を参照した。
　　なおドイツにおけるこのネット契約に関する議論については、他にマティーア
　ス・ローエ（田中宏治訳）「複合契約結合法の新展開」民商130巻1号1頁以下を参
　照した。
（51）本判決の評釈として、星野豊「判批」ジュリ1067号131頁以下を参照した。な
　お本判決については他に松本巨雄「不動産の証券化と小日不動産投資」法セ482号
99頁以下を参照。
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Yがビルの共有持分をXに売却した上で、Xからこれを借り受けて家賃
を支払いこれをスポーッ施設として使用していた。Yは当初約束どおり
持分価格の年4％の家賃を支払っていたが、後に経営が苦しくなったこと
からこれを年2％に減額した。XがYの債務不履行を理由に契約を解除
し販売代金の返還を求めたのが本件訴訟である。判旨は、形式上本件では
別個独立の売買契約と賃貸借契約とが成立し、契約の解除に関する条項が
売買契約に関する条項の一つとして規定され賃貸借契約に契約違反があっ
ても売買契約の解除が可能のようには規定されていないと見ることもでき
るとしながら、本件のような取引において、「本件契約は、本件持分を買
い受ける方法により出資し、これに対し相当の利益配分を受ける旨の、本
件持分の売買と賃貸借契約が不可分的に結合した一種の混合契約と見るの
が相当であ」るとし、後者の債務不履行が前者の解除事由にあたらないと
することは相当ではないとして、XのYに対する請求を認めたのである。
　これに対し本件の控訴審判決である東京高判平成5年7月13日金法1392
号45頁は、本件契約が売買契約と賃貸借契約の混合契約であるとした上
で、契約の条項を仔細に検討すれば売買契約の部分と賃貸借契約の部分と
はそれぞれ可分のものとして扱われており、規定が存在しない以上賃貸借
契約の不履行により売員契約も含めた本件契約の全部の解除を認めること
はできず、またXは持分処分により投下資本の回収が可能であったと判
示した。
　まず契約の個数の判断について、単一の混合契約の成立を認めたのか、
売買契約と賃貸借契約の二つの契約の成立を認めたのか、両判決ともその
判断は明確ではない。この点はおくとして、結局本件で問題となったのは
売買契約に規定された契約解除条項に賃貸借契約の不履行を含むと解釈で
きるか否か、つまり契約条項の解釈である。本件においては契約書の体裁
等の形式が一種の投資契約を行うという当事者の経済的な目的に一致して
いなかったわけであるが、一審判決はこうした形式にもかかわらず当事者
の経済的な目的を強調しこれを認めたのに対し、二審判決は一方でこうし
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た目的を認めながら、どちらかといえば契約の形式的な体裁を重視し、ま
た持分の処分による投下資本の回収が可能であったこともあわせ鑑みて、
これを認めないのが当事者の意思であると判断したのである。
　いずれにせよ本件の一審判決が当事者の経済的な目的を重視し、これを
売買契約の解除条項の解釈に反映させて、他の契約の不履行による契約の
解除を認めた点は注目されるべきであろう。
　（2）これに対し以下に見る最高裁第三小法廷平成8年11月12日判決民集50
巻10号2673頁は他の契約の不履行による契約の法定解除を認めたものであ
る。本判決は最高裁としてこれを認めたものであり、最重要の判決として
以下詳細にこれを検討したい。
　（a）まず事案について。XはYとの間でいわゆるリゾートマンションの
区分所有権の売買契約を、あわせてスポーツクラブの会員契約を締結し、
その代金を支払った。ところで本件売買契約書の記載及び本件クラブの会
則等の定めによれば、本件マンションの区分所有権を購入するときは必ず
本件クラブに入会しなければならず、これを他に譲渡したときはその会員
たる地位を失うとされており、マンションの区分所有権の得喪とクラブの
会員たる地位の得喪とは密接に関連付けられていた。その後本件マンショ
ンの公告等に本件スポーツクラブの施設として記載されていた屋内プール
がその完成予定日をすぎても着工すらされていなかったところ、Xがこ
れを理由に本件売買契約及び会員契約の解除の意思表示をし、売買代金等
の返還を求めて提起したのが本件訴訟である。
　（b）原原審大阪地判平成6年12月19日は、売買契約と会員契約は不可分的
に一体化し、屋内プールを完成させる債務は会員契約のみならず売買契約
にとっても要素たる債務であるとして、Xの解除は有効であるとした。
これに対し原審大阪高判平成8年1月31日は、両契約が別個のものである
ことを前提に、会員契約の債務の不履行を理由に売買契約を解除するため
には会員契約の債務の履行が売買契約を結んだ主たる目的の達成にとって
必須でありかつそのことが表示されていることが必要であるが、その表示
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のないことを理由にXの解除を認めなかった。Xが上告。
　（c〉破棄自判。まず前提として屋内プールの完成は本件会員契約において
要素たる債務の一部であることを認める。その上で、「同一当事者間の債
権債務関係がその形式は甲契約及び乙契約といった二個以上の契約から成
る場合であっても、それらの目的とするところが相互に密接に関連付けら
れていて、社会通念上、甲契約又は乙契約のいずれかが履行されるだけで
は契約を締結した目的が全体としては達成されないと認められる場合に
は、甲契約上の債務の不履行を理由に、その債権者が法定解除権の行使と
して甲契約とあわせて乙契約をも解除することができるものと解するのが
相当である」とし、「これを本件についてみると、本件不動産は、屋内プ
ールを含むスポーツ施設を利用することを主要な目的としたいわゆるリゾ
ートマンションであり、前記の事実関係の下においては、X…は、本件不
動産をそのような目的をもつ物件として購入したものであることがうかが
われ、Yによる屋内プールの完成の遅延という本件会員契約の要素たる
債務の履行遅滞により、本件売買契約を締結した目的を達成することがで
きなくなったものというべきであるから、本件売買契約においてその目的
が表示されていたかどうかに関わらず、右の履行遅滞を理由として民法五
四一条により本件売買契約を解除することができる」としたのである。
　（3）この判決の論点は契約の法定解除に関する民法541条の解釈問題に集
約されるが、これを細分すれば、①Yは屋内プールを完成する債務を負
っていたか、②負っていたとして、その債務は解除を可能にする要素たる
債務であったか、③その債務は売買契約を含む一個の契約の債務である
か、④そうでないとしても、会員契約の債務不履行を理由に売買契約を解
除することができるのか、ということになる。①②の問題はそれほど目新
しいものではない。これに対し③の契約の個数の問題と④の他の契約の債
務不履行を理由とする契約の解除如何の間題は本判決が提起した新しい問
題であり、これ以降この両問について活発な議論が展開されることにな
る。契約間の相互依存関係を論ずる複合契約論にとって契約の個数の問題
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はその前提をなすが、以下においてはこの複合契約論の主たる対象となる
　　　　　　　　（52）　　　　　　　　　　　　　　　　　（53）④の問題の検討を行う。本判決については多数の判例評釈が出され、これ
らの多くはこの問題の理論的説明に腐心しているが、この点は後述の学説
（52）　我が国においてこの契約の個数の問題に関する議論はこの最高裁判決以降現在
　までに一定の蓄積を見ている。議論は混合契約および複合契約の議論に関係し、ま
た個数決定の要否からそのための判断基準の提示を含み、簡単に扱うことはできな
いが、ここではこれに関する学説を簡略にまとめてみる。我が国のこの議論の全体
像については、近藤雄大「契約の個数の判断基準に関する一考察」同法54巻2号71
頁以下を参照した。
　契約の個数に関する議論はその要否に関する議論に始まる。例えば道垣内弘人
「一部の追認・一部の取消」星野先生古稀記念『日本民法学の形成と課題上』（有斐
閣1996年）326頁以下は、法律行為が一つまたは複数のどちらと判断されようと全
部または一部の取消・追認が可能なのであるから、個数の概念は重要な意味をもっ
ていないとする。他にもこのように個数の判断の意義に否定的な見解もあるが、多
　くはその独自の意義を認める。契約が一個か複数かはその後の議論の枠組みを決め
　る分岐点としての意義をもちうるからである。
　では契約の個数を論ずる意義を認めるとして、これを決するためにいかなる判断
基準があるのか。以下に学説上提示されたそれを概観する。様々な見解が主張され
ているが、これらは大きく基準として当事者の意思を重視するか否かにより分かれ
　る。まず当事者の意思を重視する見解として、宮本・前掲注（50）51頁以下は、第
一に当事者の意思が基準とされ、次いで現実の取引社会での「ひとまとまり」のも
のとしての認知度によるとしている。また河上・後掲注（53）177頁以下は、「当該
部分だけを切り取ってもなお、当事者が独立的な対価計算関係を形成していると評
価できるかどうかにかかっている」として、判断基準として対価的計算関係に注目
　し、そのうえで当事者の意思を重視してこれを評価する。これに対し、金山・後掲
注（53）115頁は、契約の単位は実質的な法的財貨単位で考えられねばならず、こ
れは「何に対して対価が支払われたか」を考慮することであるとし、また近藤・本
注122頁以下は、問題となる取引に契約成立に最低限度必要な本質的事項たる「要
素」を包含する合意が存在しかつ「対価的均衡」が保たれていれば、法的意味にお
ける契約を画定することができるので、これらが契約の個数を判断する基準となる
　とし、いずれも契約の個数の判断において意思を重視しない。
　以上が現在までの契約の個数に関する学説の議論の概要である。学説の多くは、
契約の個数の議論に意義を認め、その判断基準として主に当事者の意思や対価関係
に注目していたのである。
（53）本判決の判例評釈として、大村敦志「判批」ジュリ平成8年重判解68頁以下、
金山直樹「判批」法教201号114頁以下、河上正二「判批」判評470号175頁以下、北
村實「判批」法時69巻12号103頁以下、同「判批」別冊ジュリスト民法判例百選II
第五版100頁以下、近藤崇晴「判批」ジュリ1107号130頁以下、同「判批」法曹49巻
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の検討の所で扱うとして、本判決は何故に形式的には何ら問題のない売買
契約を消滅させたのか。本判決の判旨は抽象的で様々な解釈の余地を残し
ているが、以下のような評価も可能であろう。
　本判決は本件の契約の個数についてこれを会員契約と売買契約の二つで
あるとの見地に立って論を進めている。その上で両契約の目的が密接に関
連付けられ、一方の契約が履行されるだけでは契約を締結した目的が全体
として達成されない場合に、民法541条に基づく一方の契約の不履行によ
る他方の契約の解除を認めるのである。本判決は、同一当事者間で結ばれ
た独立の複数の契約が単一の取引を構成し、各契約がこの取引を達成する
ために相互依存関係にある場合に、この取引全体を達成しようという意
　　　　　　　　　　　（54）思、っまり各契約を結んだ目的から契約の解除の可否を判断したものとい
える。そしてこれを詳述すれば以下のことが指摘できるであろう。すなわ
ち、まず本判決が取引の達成という目的のために締結された売買契約と会
員契約の一体性を承認し、そこに法的な意義を見出していることが指摘で
きる。これをより具体的に見れば、本件においてスポーツクラブ会員権付
きのリゾートマンションの売買全体としての達成が意図され、売買契約と
会員契約はともにこの取引を目的として締結されていた。次にこうした取
引においてひとたび会員契約に不履行が生じ、取引全体が達成できなくな
った場合において、本判決は会員契約の解除のみならず売買契約の解除を
も認めた。ここには契約締結の目的から見て存在意義を失った売買契約を
存続させまいとの判決の意図を見ることができるであろう。そして本判決
　8号261頁以下、水辺芳郎＝清水恵介「判批」日法64巻2号223頁以下、原啓一郎
「判批」判タ978号70頁以下、本田純一「判批」判例リマ1998（上）35頁以下、山本
豊「判批」判タ949号48頁以下、渡辺達徳「判批」法学新報104巻4・5号161頁以
下を参照した。
（54）通常契約の目的には、契約の効果として発生する権利・義務の内容を指す場合
と、契約の外にありながら契約によって当事者が達成ないし獲得しようとする利
益・効用を指す場合とがある。ここで契約の目的とは後者を指すものである。この
契約の目的については、奥田昌道編『新版注釈民法㈲1』〔金山直樹〕（有斐閣2003
年）52頁以下を参照した。
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はこれを売買契約の解除という法律構成を通じて実現しているのである。
以上から本判決は単一の取引を実現するために複数の契約が結ばれた場合
において、うち一つの契約が履行されなかったことにより取引が実現され
ず、その結果残りの契約が取引全体を達成しようという意思、つまりその
締結目的より見て存在意義を失うに至った場合に、解除という法律構成に
よってその消滅を導いたものであると評価できるであろう。
　（4）以上の最高裁判決は二当事者間の場合に関するものであるが、三当事
者以上の間において同様に他の契約の不履行による契約の解除の可否が問
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（55〉題になったのが東京高判平成10年7月29日判タ1042号160頁である。Xは
高齢者向けケア付き分譲マンションの購入にあたり、Yとの間でマンシ
ョンの売買契約を、Aとの間で同マンション内でのサービスを目的とす
るライフケア契約を、Bとの間で介護が必要な場合にBのホテルを優先
的に使用できるケアホテル契約をそれぞれ締結した。Xが各契約の債務
不履行を主張し契約を締結した目的が全体として達成されないことを理由
に不可分一体の全契約の解除を求めたのが本件事案である。判旨は、売買
契約とライフケア契約との関係について形式上両契約が当事者の異なる別
個の契約であるとしながらも、マンションの所有者がライフケアメンバー
であることを予定しているのみならず、ライフケア契約抜きにしては売買
契約の目的を達せられない関係にある。その意味で両者には密接な関連性
があり、ライフケア契約について債務の本旨に従った履行がなければ売買
契約を締結した目的が達成できなくなるというべきであり、売買契約につ
いても法定解除権を行使できるとした。これに対し売買契約とケアホテル
契約については、後者に不履行等があったからといって前者の目的が達成
できなくなるという関係にはないとしてこれを認めなかった。そして結局
いずれの契約についても債務不履行がないとして結局Xの請求を理由な
（55）本判決の評釈として、中野妙子「判批」ジュリ1182号101頁以下を参照した。
また玉田弘毅「高齢者向けケア付き分譲マンションの法律関係に関する一考察」清
和6巻2号29頁以下は本判決の検討を中心にしている。
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しとしたのである。
　本判決は先の平成8年最判同様他の契約の不履行を理由とする契約の法
定解除の可否をその契約を結んだ目的を全体として達成できるか否かに基
づいて判断している。本判決において注目すべきは三当事者以上の場合に
ついて、結論としてはこれを認めなかったものの、他の契約の不履行を理
由とする契約の解除の可能性が認められたことである。ただ判旨は明言し
ていないが本件ではABY間に社会的経済的な一体性が存在していたよう
である。こうした一体性がどのように考慮されるべきかということも明ら
かにされなければならない点である。
　（5）これに加えて、若干変則的ながら同様に三当事者間において複数の契
約が締結され、そのうちのある契約の消滅による他の契約の消滅が問題と
なり、これが認められた注目すべき判決として、東京地判平成15年3月28
　　　　　　　　　　　（56）日判時1836号89頁が挙げられる。本件は、歌手であるXが所属事務所A
との間でマネジメント契約を締結するとともに、Aおよびレコード製造・
販売会社Yとの間で専属実演家契約を締結していたが、Aとの間の契約
がAの脱税により信頼関係が破壊され解除されたことを受けて、Xがマ
ネジメント契約を当然の前提とする専属実演家契約が失効し終了したこと
の確認等を求めてYに対し訴えを提起したものである。
　判旨は、本件マネジメント契約および専属実演家契約を分析して、まず
専属実演家契約においてXはYに実演を提供する義務のみを課され、そ
の対価はAに支払われることになっているなど、その構造はXにとって
片務・無償契約であること、次にマネジメント契約においてXの芸能活
動に伴う報酬・対価は全てAに帰属するものとされ、その上でAがXに
報酬を支払う関係になっていることを指摘し、このことから本件専属実演
家契約は本件マネジメント契約とあわせて考えることによって初めて契約
の本質たる各当事者間の双務性と有償性を確保していることが認められ、
（56）本判決の評釈として、金山直樹「判批」判タ1144号82頁以下および新堂明子
「判批」判評545号24頁以下を参照した。
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本件専属実演家契約はその契約の構造ないし性質上、また当事者の合理的
意思からも本件マネジメント契約を前提としている契約であるとする。そ
して以上から本件マネジメント契約が終了した場合には、本件マネジメン
ト契約の存在により確保されていた三当事者間の双務性・有償性は失われ
てしまい、本件専属実演家契約の本質が破壊されるとともに、実演提供を
対価の支払を受けることなしに行わなければならないという著しい不利益
をXに課すことになることから、本件専属実演家契約も原則として失効
するとしたのである。
　以上のように、三当事者間において締結された複数の契約のうちの一方
の契約の消滅を理由に他方の契約の消滅を認めた本判決について以下の特
徴を指摘をすることができるであろう。まず本判決が両契約によって構成
される取引の一体性、つまり専属実演家契約がマネジメント契約を前提と
していたことを認めるにあたり、この取引が全体でもって三当事者間の双
務性と有償性を確保していたことを重視したことが挙げられる。この点は
いかなる取引において一方の契約の消滅を理由に他方の契約の消滅が認め
られるかを判断するにあたり参考になるであろう。次に本判決において最
も重要なのは契約の消滅方法について契約が解除ではなく失効により消滅
するとしている点である。平成8年最判を始めとするこれまでの判例が消
滅させられる契約における債務の不履行を明示することなく解除という構
成によってきたのに対し、本判決は失効という法律構成を選択した。これ
は原告側（X）がこの失効という法律構成を選択したことにもよるのであ
ろうが、契約の消滅が取引を構成する他の契約の消滅による取引の不達成
という存在意義の喪失に由来する以上、これを直裁に反映した失効という
構成は強い説得力をもつ。そしてこの失効という構成のもつ可能性は後の
フランス法の検討によっても補強されることになる。最後に本判決はX
の都合で本件マネジメント契約が消滅したなど特段の事情のある場合に
は、例外的に本件専属実演家契約の存続が認められ、また信義則上Xの
側からの契約の失効の主張が許されなくなることがありうることを認めて
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いる。XA間の契約の消滅により契約を消滅させられるYのように、三
当事者間の取引において自らのあずかり知らない事情により契約が消滅さ
せられる者の不利益をいかに考慮すべきかという点で参考になろう。以上
のように初めて三当事者間の事例で一方の契約の消滅による他方の契約の
消滅を認めた本判決は様々な点で注目すべき判断を含むものであった。
　（6）以上の判決は複合契約論を考察するにあたっての一つのより本質的な
視座を提供する可能性をもつものであるが、これらは他の契約の不履行を
理由とする契約の解除または失効如何というある一つの問題に答えるに留
まる。具体的には以下のような問題が残されているといえよう。
　すなわち、まず当事者の多寡について。三当事者以上の取引においても
平成8年最判のような判断は可能なのかが間題になる。下級審判決にはこ
れを認めるものもあったが、平成8年最判自体は二当事者間に関するもの
だったからである。
　次に特に平成8年最判およびその他の裁判例のほとんどは他の契約で生
じた不履行を理由とする契約の解除如何を問題にしているが、ここでの解
除をどのように理論構成するか、さらにはこの解除という構成の適否如何、
そしてこれに代わる失効という構成の可能性も問題として残されている。
　最後に以上の判決はこうした処理を契約の消滅の局面において認めるも
のであるが、これ以外の局面においてもこうした処理を行うことは可能で
あるのかが問題となる。
　2　学説上の議論
　それでは学説は以上の判例に対してどのような反応を示しているのか。
特に平成8年最判が出されてのち、この判決の判例評釈を中心に学説上
様々な見解が出されている。これらは大きく契約の個数について論ずるも
のと、複数契約間の関係に焦点をあて主として判例の問題として挙げた上
記の点について論ずるものとに分けられる。以下においては、後者に属す
る見解をこれらの問題に対していかなる解答を与えているのかという観点
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から、特にその理論構成を中心にまとめて学説の現状を確認し、その残さ
　　　　　　（57）れた課題を指摘する。
　（1）まずその理論構成について、以下のような見解が出されている。
　第一に平成8年最判の解説において売買契約上なんらかの債務を認めよ
うとする見解が挙げられる。このうち北村説は契約を別個のものとする限
り解除される契約に債務不履行がなければならないとし、本判決の事案を
念頭において、売主は売買契約上も付随義務として施設提供義務を負い、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（58）この不履行により売買契約の解除が正当化されるとする。
　これに対し同様に平成8年最判について売買契約上の債務不履行が必要
であるとするものの、宮本説は売買契約における信義則上の付随義務であ
る契約目的の実現を妨げないよう配慮すべき義務などをその根拠に挙げて
（59）
いる。
　第二に特別な理論構成を提唱する見解が挙げられる。まず河上説は「枠
　　　　　　　　　　　　　　　　　（60）契約」と「支分的契約」という枠構造を提唱し、これにより平成8年最判
を説明することを試みる。すなわち本件ではスポーツ施設の利用権を含む
リゾートマンションの購入という枠契約と支分的契約たる売買契約および
会員契約が存在し、その上で枠契約の解除もやむをえない不履行であると
の評価が下されるなら支分的契約のみならず枠契約の解除をも認められる
　　　　　（61）とするのである。
　次に池田説は、二当事者間で付加価値を生み出すことを意図して複数の
契約が結ばれ、また客観的にもこの付加価値の存在がこれら契約の本質的
要素になっている場合を複合契約すなわちハイブリッド契約と呼び、いず
れかの契約の不履行により全体としての付加価値がなくなれば残りの契約
（57）以下の学説の分類については、宮本・前掲注（50）42頁以下を参照した。
（58）　北村・前掲注（53）106頁以下。
（59）　宮本・前掲注（57）43頁以下。
（60）こうした枠契約という構想はすでに、河上正二「ホーム契約と約款の諸問題」下
森定編『有料老人ホーム契約』（有斐閣1995年）170頁以下において提唱されていた。
（61）河上・前掲注（53）180頁。
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　　　　　　　　　　　　　　　　（62）も原則として解除することができるとする。
　（2）以上が学説上提示された平成8年最判の理論的説明の試みであるが、
これ以外の問題について学説上目立った議論がなされているわけではな
い。以下ではこれらの問題についての学説の反応をまとめておこう。
　まず三当事者以上の取引（割賦購入斡旋やローン提携販売を挙げる者が多
い）について平成8年最判の判旨が及びうる、またはこうした取引につい
　　　　　　　　　　　　　　　　　（63）て影響を及ぼし得ることを認める見解は多い。とはいえ、いずれもその可
能性の指摘や提言の域を出るものではなく積極的な検討はいまだ行われて
いない。
　次に同判決の評釈者の幾人かは消滅以外の局面への影響について指摘す
る。そこではこの判決の検討課題として、消滅以外の局面（例として同時
履行の抗弁権が挙げられる）でのある契約で生じた障害の他の契約への影響
　　　　　　（64）も挙げられているが、ほとんどは三当事者以上の取引への影響を論ずる中
　　　　　　　　　　　　　（65）で抗弁の接続の議論への影響を論じ、中にはさらに進んで本判決による平
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（66）成2年最判の修正の可能性を指摘する見解もある。ただこの点についても
先の問題以上に立ち入った検討はなされておらず、いずれもその可能性の
指摘に留まっているのである。
　（3）以上が判例の提起した問題にまつわる学説の現状である。ここでの学
説は平成8年最判の判例評釈で述べられたことが中心であったこともあっ
て、主としてこの判決の解説、特に判決が認めた他の契約で生じた不履行
に基づく契約の解除の理論的説明に重点が置かれ、それ以外の事案の射程
（62）　池田真朗「「複合契約」あるいは「ハイブリッド契約」論」NBL633号6頁以
下。
（63）大村・前掲注（53）70頁、河上・前掲注（53）180頁、後藤巻則「割賦販売の
基本判例（1〉」濁法50号185頁以下、本田・前掲注（53）38頁、渡辺・前掲注（53）
180頁。
（64）　渡辺・前掲注（53）179頁以下。
（65）　大村・前掲注（53）70頁、河上・前掲注（53）180頁、後藤・前掲注（63）185
頁以下、本田・前掲注（12）84頁以下、渡辺・前掲注（53）180頁。
（66）大村・前掲注（53）70頁、後藤・前掲注（63）185頁以下。
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外にある問題についてはいまだ十分な検討がなされていなかった。ただ学
説の多くは、この判決をある例外的な場合に既存の法理を修正したものと
見るのではなく、本判決の理が広く他の取引に、また他の局面にも及びう
ると考えていた。そうであるなら、学説に残された今後の課題とは、以上
の判例を契機に複数の契約が相互依存関係にある場合一般を規律する法理
を構築し、この中での判例の位置付けそしてその検証、例えば解除という
法律構成の適否、を行うことではないだろうか。具体的には以上の判例を
基点の一つにして相互に依存する契約間の影響関係の根拠、その範囲内に
入る取引や局面を明らかにし、あわせて消滅の法律構成を検討することで
あるといえるだろう。
　　3　小括
　以上他の契約で生じた不履行に基づく契約の解除の可否に関する判例お
よびこれに関する学説の現状と課題を検討してきた。ここでは既に検討し
た抗弁の接続に関する議論との関係を検討し、両議論の持っ課題を明らか
にしたい。
　（1）既に指摘したように第三者与信型消費者信用取引の抗弁の接続に関す
る議論は与信者と顧客との間のリスク配分の問題の性格を強く持つと評価
することもできたが、第三者与信型消費者信用取引自体は広く複数の契約
間の影響関係が生ずる例としてとらえることもまた十分可能であった。こ
れに対して他の契約で生じた不履行に基づく契約の解除の可否に関する議
論は複数の契約間の関係それ自体を論ずるものであった。両議論はいかな
る関係に立つのか。まずは両者の比較を通して抗弁の接続の議論の持つ特
殊性を明らかにしたい。
　両最高裁判決の関係について、平成2年最判を中心とする判例法理が契
約の別個性を強調し抗弁の接続に厳格な態度をとり、契約間の影響関係を
認めることに消極的なように見えるのに対し、平成8年最判を初めとする
判例はこれに積極的なように見える。このような両判決の一見断絶とも言
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えるような状況はしかしながら以下のように説明することはできないだろ
うか。すなわち、既に見たように抗弁の接続という間題は最終的には与信
者と顧客の間のリスク配分如何という問題を提起するものであった。これ
に対して、平成8年最判を中心とする判例が間題にしていたのは、契約を
結んだ目的から不必要になった契約の消滅を認めるか否かであり、その意
味で純粋に消滅の局面特に解除の場面での両契約間の相互関係の問題であ
る。そこでは当然当事者間での清算の余地が残され、リスク負担という問
題は前面には出てこなかった。したがって確かに両判決はともに契約間の
関係を扱っていたものの、質の異なる問題に取り組んでいたのではない
か。ここから平成2年最判の消極的な態度は、抗弁の接続を認めることに
よる購入者・消費者の保護がリスクの転嫁までをも帰結してしまうことに
由来すると説明されることになる。実際同判決の事案においても販売業者
は倒産していたのである。以上から一定の場合に購入者を保護する抗弁の
接続の規定とこれを補完する平成2年の最高裁判決をはじめとする判例法
理は最終的にはいかなる場合に購入者を保護し与信者に負担を課するのか
という問題にまで踏み込んだものであり、この点で広く複数契約間の影響
関係一般を扱う複合契約論から独立した法領域をなしているといえるので
はないだろうか。
　では仮に抗弁の接続が与信者へのリスクの転嫁をも帰結するものでない
としたらどうか。そうすると平成2年最判と平成8年最判との態度の相違
は取引の相違等、特に二当事者の取引か三当事者の取引かいう点に帰せら
れようが、後述するように契約間の影響関係を認めるにあたってこれらが
重要な意義を持たないとすれば、平成8年最判は平成2年最判を変更した
ものであるとの評価は十分可能になり、第三者与信型消費者信用取引にお
ける抗弁の接続の問題は履行上の牽連関係の問題をも含む契約間の影響関
係の問題の中に埋没してしまうことになるのではないだろうか。
　以上では抗弁の接続の議論を他の契約で生じた不履行に基づ’く契約の解
除の可否に関する議論と比較することで同議論の持つ特殊性を明らかにし
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てきた。ここで明らかになったのは抗弁の接続の議論の持つリスク配分と
いう性格の異質さであり、この議論うちの契約間の影響関係一般の間題に
解消しえない特殊な部分をなしていることがわかった。
　（2）ではこうした特殊性のゆえに抗弁の接続の議論に契約間の影響関係一
般の議論のモデルを求めえないとするならば、他の契約で生じた不履行に
基づく契約の解除の可否に関する議論を基点にして、第三者与信型消費者
信用取引を含む契約間の影響関係一般の問題にアプローチをすることはで
きないであろうか。ところで抗弁の接続を認める裁判例や学説は主に、①
消費者取引であること、②与信者と販売業者が一体的関係にあり、そして
これを中心に作られた取引構造から与信者と販売業者が利益を享受し、購
入者が劣位の立場に置かれること、③取引全体を達成しようという当事者
の意思に由来する売買契約と与信契約の相互依存関係が存在すること、に
注目していた。これに対して平成8年最判を中心とする判例は売買契約と
会員契約の取引全体を達成しようという当事者の意思に由来する相互依存
関係のみに注目して契約間の影響関係を認めていた。では平成8年最判を
中心とする判例を相互に依存する複数契約間の影響関係の一端を示したも
のと見て、こうした意思を根拠に第三者与信型消費者信用取引でも、また
これ以外の様々な取引でも、さらに消滅以外の局面でも契約間の相互依存
関係を論ずることはできないだろうか。
　もちろん平成8年最判を中心とする判例をこのように相互に依存する複
数契約間の影響関係の一端を示したものであると見ることは自明のことで
はない。そもそもこれらはもっぱら二当事者間の取引を対象とし、第三者
与信型消費者信用取引とは当事者の数をはじめ取引として相当異なってい
る。それでもこの判例をこのようにとらえ、複合契約論を考察するにあた
っての一つのより本質的な視座を提供するものであると見て、これを一つ
の基点に第三者与信型消費者信用取引をはじめとする契約間の相互依存関
係一般を規律する法理の構築を目指すことは一つの主張としてはありうる
ことであろう。またこれにより抗弁の接続の議論とは違った視角から第三
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者与信型消費者信用取引が論じられることになり、他の取引をも視野に入
れて契約間の牽連関係を解明しようとした諸見解の再考にもつながる。と
同時に平成8年最判を中心とする判例と学説上の議論の課題に取り組むこ
とになるのである。そして我が国の過去の議論にその答えを求め得ない以
上外国の議論を一つのモデルとして参照することは有益であると考えられ
る。そこで次章以下においてはこの点で有用な示唆を与え得るフランスに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（67）おける契約間の相互依存性に関する議論を紹介する。同国における議論
は、我が国同様第三者与信型消費者信用取引に相当する関連貸付における
売買契約等と与信契約の関係の考察より出発しているものの、その後さま
ざまな取引において同様の関係が問題となり、主として一方の契約の消滅
による他方の契約の消滅が多くの判例および学説により認められて今日に
至っている。こうした同国における議論を参照することで、我が国におけ
る抗弁の接続の議論がその後の議論との関係で一部特殊な性格を含むこと
が改めて浮き彫りになり、さらに契約間の相互依存性の根拠、その範囲内
に入る取引、その一般法理による説明、消滅させられる契約の消滅方法、
さらには消滅以外の局面での契約間の相互依存関係如何について有用な示
唆をうることができるであろう。そして我が国の議論との関係では、平成
8年最判を中心とする判例の取引当事者の目的に鑑みて両契約の消滅を認
めた点が第三者与信型消費者信用取引を含むその他の取引にも一般化でき
る、したがって同判決が相互に依存する複数契約間の影響関係の一端を示
したものであると見ることできることを強く示唆するものなのである。
　次回はフランス法の検討より始める。
（67）　比較法としては、他にドイツ法における消滅の局面における複数契約の一体的
取扱いについて検討する先行業績として、熊谷芝青「法律行為の単一性」高知短期
大学社会科学論集84号87頁以下や中川敏宏「ドイツ法における「契約結合（Ver－
tragsverbindungen）」問題」一橋法学1巻3号297頁以下がある。ドイツでは複数
契約間の法的一体性がBGB139条の法律行為の一部無効規定の適用を通じて認めら
れ、契約の一体性の間題が主として一部無効の問題の枠組みの中で論じられている
そうである。
